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研究成果の概要（和文）：本研究は、科学技術社会において求められている意思決定と合意形成に必要な資質・
能力を、科学教育・環境教育・ＥＳＤ・ＳＤＧｓの視点から再検討し、その資質・能力を育成するための具体的
なプログラム開発・教材開発を行うことを目的とした。併せて、補助教材・指導資料や教員養成・研修用プログ
ラムを開発することも目指した。研究成果として、意思決定と合意形成に取り組むプログラムや教材を、複数開
発できた。これらは、異なるテーマに焦点を当てたもので、市民参加型手法を含む様々な手法を活用している。
いずれも、試行授業などにより、活用効果や改善点の検討を行った。今後は、教育現場への普及を目指してい
く。

研究成果の概要（英文）：In this research, we reexamined the knowledge, skills, and abilities 
required for decision making and consensus building in the advanced science and technology society, 
from the perspectives of science education, environmental education, ESD, and SDGs. Then, in order 
to promote them, we developed actual programs and teaching materials. In addition, we aimed to 
develop supplementary teaching materials, teaching manuals, and teacher training programs. As a 
result of our research, we developed multiple programs and teaching materials that deal with 
decision making and consensus building. These focus on different themes and utilize a variety of 
methods, including public participation methods. For each of the programs and teaching materials, we
 examined the effects and improvements based on trial lessons. In the future, we aim to spread them 
to actual schools.

研究分野： 科学教育
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
科学技術や環境問題などに関わる意思決定能力の育成については、理科などの一部の教科等で取り組まれてき
た。しかし、研究・実践はそれほど活発ではなく、質・量ともに不足している状況が続いていた。さらに、個人
レベルの意思決定だけではなく、集団レベルでの合意形成までを視野に入れた理科教育のプログラム教材は、筆
者らによる先行研究を除けば、ほとんど見出せない状況であった。本研究の成果により、複数のプログラムや教
材が開発された。これらは、科学技術社会における意思決定と合意形成に対応するための科学教育・環境教育プ
ログラムとして、今後に続く研究・実践のための基盤となるものである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
現代の社会に生きる人々は、高度な科学技術に生涯かつ日常的に囲まれ、便利で豊かな生活を

営んでいる。その一方で、原発事故や医療事故に見られるような科学技術リスクの顕在化と、地
球温暖化や環境汚染のような環境問題の深刻化という、科学技術の負の側面にも直面させられ
ている。このような「リスク社会」においては、従来のように専門家や一部の政策担当者などに
判断を全て委ねてしまうのではなく、意思決定や合意形成のプロセスに非専門家（一般市民）が
参画するか、むしろ主導的な役割を果たすべきではないか、という考え方が海外を中心に広がり
つつある。そのための具体的な市民参加型手法も開発され、国内においても試験的な試みが行わ
れてきた。しかし、非専門家が意思決定や合意形成に参画する機会が増大するのであれば、それ
に対応しうるだけの資質・能力も求められることになる。その資質・能力は、21 世紀の新しい
リテラシーの一部と言えるものであるため、育成の一端は学校教育が担うべきである。このよう
な問題意識により、筆者らは、生徒個人の意思決定やクラス・グループ内の合意形成を支援する
ため、プログラム・教材開発や教員養成・研修プログラム開発に、先駆的に取り組んできた。そ
れでも、このような研究・実践は、質・量ともに不足している状況にあった。そこで、これまで
の成果を踏まえ、科学教育だけではなく環境教育の視点、さらに、近年の国際社会で提唱される
ようになったＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）の視点も視野に入れて、プログラムや教材の開発
を進める必要があると考えた。このような問題意識から、本研究に着手することにした。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は、科学技術社会において求められている意思決定と合意形成に必要な資質・能力を、

科学教育・環境教育・ＥＳＤ・ＳＤＧｓの視点から再検討し、その資質・能力を育成するための
具体的なプログラム開発・教材開発を行うことを目的とした。併せて、補助教材・指導資料や教
員養成・研修用プログラムを開発することも目指した。 
目的を達成するために、意思決定と合意形成に取り組むプログラムや教材を、複数開発するこ

とにした。この時、科学技術社会における様々な課題や環境問題をテーマとして取り上げ、教育・
学習の手法としては、市民参加型手法を含む様々な手法を活用することにした。さらに、開発し
たものについては、試行授業などにより、活用効果や改善点の検討を行うことにした。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の目的を達成するため、以下の方法が必要であると考え、研究作業を進めてきた。 

(1) 意思決定・合意形成を視野に入れたプログラム・教材の先行研究を分析する。先行研究に
は、筆者らによる過去のプログラム・教材開発の事例も含まれる。 
(2) 科学技術社会において焦点を当てるべき喫緊の課題を、ＳＤＧｓの観点も踏まえて整理 
する。 

(3) 学校教育の観点から、教材化すべき内容とそのレベルを検討する。 
(4) 意思決定や合意形成を促すために適切な教育手法を検討する。この時、筆者らのこれまで
の研究でも試みてきたように、市民参加型手法の活用が有効であると考えた。 
(5） プログラム・教材の試行版や補助教材等を開発する。 
(6) プログラム・教材を試行して活用効果を評価するとともに、改善点を明確にする。なお、
試行対象としては、児童生徒、教員養成課程の学生、学校教員などを、開発の状況に合わせて適
宜想定することにした。 
 実際には複数のプログラム・教材の開発を目指したため、上記の研究作業を基本としつつ、こ
のプロセスを柔軟に繰り返すことで、研究を進めてきた。 
 
４．研究成果 
 
(1) 採卵鶏のアニマルウェルフェアに焦点を当てシナリオ・ワークショップの手法を活用した
理科教材・プログラム 
 動物の権利や福祉を尊重する立場であるアニマルウェルフェアの観点は、欧米で重視される
ようになってきており、日本国内の畜産にも影響を与えつつある。そこで、食用卵を得るために
飼育される採卵鶏の飼育や屠畜について、シナリオ・ワークショップの手法を活用してディスカ
ッションさせる理科教材・プログラムを開発し、A４判 24 ページの冊子にまとめた。まず、教材
の目的、アニマルウェルフェアの概念、国内の採卵鶏の状況を説明する。特に、飼育スペースの
現状と屠畜方法について取り上げる。次に、飼育スペースと屠畜の２点を縦軸・横軸とする四象
限をもとに、４つのシナリオを提示し、どのようなシナリオが望ましいかや、その実現のために
どのような行動計画が必要であるかについて、グループでディスカッションを行わせ、最後に行



動計画をクラス全体で共有する。開発した冊子を使用し、大学生を対象とした試行授業を実施す
ることにより、活用効果と改善点を検討した。 
 
(2) 野良ネコの一生に焦点を当て意思決定と課題解決を体験するゲーム型冊子教材・プログラ
ム 
野良ネコは、身近な動物であり、都市生態系を考えるうえでも適切な題材であると思われる。

そこで、「野良ネコの一生」を題材に取り上げたゲーム型教材を開発した。教材は、A４判 32 ペ
ージの冊子としてまとめた。さらに、教材を用いたモデル授業を検討して指導計画書を作成した。
授業では、学習者は少人数のグループに分かれ、冊子を読みながら野良ネコの一生をシミュレー
ションする。グループの選択がネコの一生に影響する場面が含まれ、意思決定の帰結や偶然（サ
イコロを使用）によってストーリーが変化する。１回目はグループで最善と考える選択を行い、
２回目はその結果を踏まえて再度取り組む。グループの選択から生じた帰結は「課題カード（ネ
コ）」「課題カード（人）」として提示され、これらには点数が設定されている。ゲーム後にネコ
の一生を振り返り、総ポイントをまとめる。さらに、提示された「課題カード」を分析し、重要
度、解決方法、設定点数に対し自分が考える点数、などを検討する。開発した冊子を使用し、大
学生を対象とした試行授業を実施することにより、活用効果と改善点を検討した。 
 

(3) ヒト・動物・環境の関係についての俯瞰的理解を育成する教材・プログラム 
ヒトは、多くの動物と直接的・間接的に様々な関係を築きながら生活しており、その周りを環

境が取り巻いている。しかし、一般の人々は、ヒトと動物との重層的関係に対して無自覚であり、
異なる関係性を意識的・無意識的に使い分けている。そこで、ヒト・動物・環境の関係について
の俯瞰的理解を育成する、理科教育プログラムの開発に取り組んだ。教材・プログラムでは、ヒ
トと動物の関係を、野生動物、都市動物、家庭動物、展示動物、産業動物、実験動物の６類型に
整理した。まず６類型の全体像について学習させる。次に、グループに分け、各類型においてヒ
トと動物との関わり方が課題となるテーマについて、意思決定・合意形成のための活動を行う。
この時、市民参加型手法であるコンセンサス会議の形式を簡略化して用いた。各グループの議論
は、クラス全体で共有する。開発した教材・プログラムを使用し、中学生を対象とした試行授業
を実施することにより、活用効果と改善点を検討した。本研究の成果を口頭発表した西愛未は、
日本環境教育学会の第 18回環境教育研究・実践奨励賞（実践研究部門）を受賞した。 
 
(4) ヒグマの獣害を題材とし自然環境保全について考えさせる高校理科教材・プログラム 
近年、獣害が社会問題となっており、一方で SDGs の観点からも、自然環境の保全が改めて求

められている。獣害対策が円滑に進まない一因は、市民の理解や地域の合意が不十分だからであ
ると考え、獣害を題材とする教材・プログラムを開発することにした。具体的には、合意形成の
ために市民参加型手法の要素を取り入れ、ヒグマの獣害対策を通して保全について考える、高校
生物基礎・生物での教材・プログラムを開発した。ここでは、生徒は個人での活動やグループで
の話し合い活動を踏まえて、様々な獣害対策を検討し、優先順位を付けていく。開発した教材・
プログラムを使用し、オンラインでの試行授業を行い、活用効果と改善点を検討した。 
 
(5) 外来魚駆除に焦点を当て市民陪審とロールプレイの手法を組み合わせた中学理科教材・プ
ログラム 
外来魚であるブラックバスに焦点を当て、市民参加型手法である市民陪審と、ロールプレイを

組み合わせた活動によって、駆除に賛成か反対かを検討する教材・プログラムを開発した。証人
や陪審員の立場で参加しながら判決文を作成することで、意思決定・合意形成の力を養うことを
狙っている。教材は、リング綴じの冊子型式にまとめた。リング綴じにしたのは、ロールプレイ
で担当する役割によって、一部のページを差し替えることが容易なためである。さらに、記載し
た内容を他者に見せやすいというメリットもある。駆除への賛成派と反対派、各 4つの論点にた
った主張を行う証人を担当させるため、計８種の冊子を作成した。開発した冊子を使用し、大学
生を対象とした試行授業を実施することにより、活用効果と改善点を検討した。 
 
(6) ペットの再生医療に焦点を当てコンセンサス会議の手法を活用した中学校理科オンライン
教材・プログラム 
ペットの再生医療について、オンライン形式での意思決定や合意形成を促すための理科教材

を開発した。市民参加型手法であるコンセンサス会議の手法を大幅に簡略化して取り入れた。教
材・プログラムは、計 27 枚の指導用スライド（パワーポイントファイル）と、生徒用ワークシ
ート（ワードファイル）にまとめた。ここでは、再生医療について 4つの技術（ES 細胞・iPS 細
胞・遺伝子治療・ゲノム編集）の観点から順に基礎知識を取り上げ、ヒトとペットの両者に対す
る 4技術の推進・規制の是非を考えさせ、グループに分かれて話し合い活動を行わせる。大学生
を対象としてオンラインでの試行授業を実施することにより、活用効果と改善点を検討した。 
 
(7) 脳死による臓器移植に焦点を当てシナリオ・ワークショップの手法を活用した教材・プロ
グラム 
 脳死による臓器移植に焦点を当て、「あなたや家族が脳死になったとき、臓器を提供しますか？ 



しませんか？」というテーマについて取り組む教材・プログラムを開発した。まず、脳死とは何
かについて、心臓死と対比しつつ説明する。次に臓器移植について、国内の現状を説明する。さ
らに、臓器提供・移植に関わる人々の想いを記した４つの文を提示して読ませる。さらに、臓器
提供に関する権利の説明や、意思表示カードの紹介を行う。なお、各段階では、生徒に考えさせ
るための記述課題も用意した。これらを踏まえ、今後の在り方について、４つの政策を手掛かり
に考えたさせたうえで、グループで話し合い活動を行わせる。これらの説明や活動を行うための
内容を、20ページの冊子にまとめた。 
 
(8) ドローンに焦点を当てフューチャーサーチの手法を活用した中学校理科教材・プログラム 
軍民両用技術でもある身近な科学技術の例としてドローンに焦点を当て、ドローンを今後ど

のように使っていくべきかを考えることができるよう、フューチャーサーチを中心に位置づけ
た理科教材・プログラムを開発した。教材は A４判 24 ページの冊子としてまとめた。まず、ド
ローンの過去と現在について解説する。次に、現代の活用方法として３種類を紹介する。この時、
それぞれのメリット・デメリットを説明する。今後どのようにして３種類のドローンを使ってい
くべきかを考えるために、グループ毎にフューチャーサーチの形式に沿った一連のディスカッ
ションを行わせる。これにより、グループ毎に、全員が納得できる未来像にむけて、行動計画や
課題を検討させる。最後に、全体での発表・共有を行ない、ドローンは軍民両用技術の一例であ
ることを説明する。開発した冊子を使用し、大学生を対象とした試行授業を実施することにより、
活用効果と改善点を検討した。 
 
(9) 生殖補助医療を題材とする授業のための教師用手引書 
以前に作成したプログラム「生命倫理について考えるコンセンサス会議―生殖補助医療編―」

の教材冊子を活用しやすくしたうえで、使用効果を高めるために、教師用の解説書を作成した。
作成にあたっては、本教材冊子を活用した実践における生徒間の議論の様子の録音データを活
用した。次に、教職課程学生に修正した教材冊子を使用した授業を担当させ、授業するにあたっ
て教材冊子だけでは不明・不安な点等を挙げさせて集約した。これらの分析から明らかになった
点をもとにして、教師用の解説書を作成した。以上を踏まえ、過去の実践データの分析から得ら
れた、順序等をわかりやすくするための適切なガイド、教師が配慮すべき事項、および教職課程
学生が挙げた不明・不安な点等の情報を整理して「教師用解説書」の試行版を作成した。 
 
(10) 新規教材作成を支援する指導者用プログラム・ マニュアル 
科学・技術についての意思決定・合意形成を組み込んだ教材を、教員が新たに作成する過程を

支援するため、教材の作成方法を学ぶ指導者用の「研修プログラム」と「マニュアル」の開発を
行った。「研修プログラム」は、意思決定・合意形成を組み込んだ教材作成を体験することに加
えて、教材作成に必要な知識を学ぶことを狙いとした。パワーポイントによるスライドの進行に
合わせて、教材作成を進めることができる点、PDCA サイクルの観点から作成した教材の評価と
改善まで行う点、などが特徴である。「マニュアル」は、意思決定・合意形成を組み込んだ教材
を、予備知識がなくても作成できることを狙いとした。指導者が選択できるテーマの自由度が高
い点、代表的な３つの市民参加型手法から選択できる点、プログラムと同様に PDCA サイクルの
観点から評価と改善まで行う点、などが特徴である。「研修プログラム」は、教職課程の学生を
対象とした試行と現職教員からのコメントをもとに改善し、別の教職課程の学生を対象とした
最終の試行を行った。なお、試行はいずれも、Google Meet を用いてオンライン授業形式で行っ
た。「マニュアル」は、コロナ渦のため教員志望の学生 1名のみに対面形式で試行を行った。 
 
(11) 環境配慮の視点を導入した就職活動を支援するプログラム・企業分析ツール 
環境に配慮した生き方をしたいという希望を持つ学生に対して、希望に叶う企業・業界選択を

手助けすることは、高等教育の役割として必要であると考えた。環境教育・ESD や SDGs という
観点からも、どのような企業や業界が選好される（されない）のかは、持続可能な社会の実現に
大きく影響する要因となる。そこで、学生を対象とし、就職活動において環境配慮の取組みに着
目する意義を解説し、その具体的な方法を身に付けてもらうことをねらって、学習プログラム・
企業分析ツールを開発することにした。まず、企業の環境配慮への取組みをチェックするための
ツールを、Excel ベースのシートにより作成した。これは、①基本情報入力シート、②チェック
シート、③企業別評価表、という３つのシートで構成されている。各シートは連動していて、①
に入力後、②でＳＤＧｓ等の観点から企業を評価していき、③で全体的な評価や総括を行う。さ
らに、環境配慮企業に着目する意義を解説したうえでこのツールを活用してもらう学習プログ
ラムを、パワーポイントのスライド形式で作成した。開発した教材・プログラムを使用し、オン
ラインでの試行授業を行い、活用効果と改善点を検討した。 
 
(12) 科学技術社会での意思決定・合意形成に関する評価基準・評価尺度 
意思決定や合意形成に関連する先行研究は徐々に蓄積されているが、資質・能力についての評

価が難しいという点が重要な課題である。そこで、理科教育の分野で、生徒の意思決定・合意形
成に関わる資質・能力を捉えるため、評価基準・評価尺度を開発することにした。具体的には、
①意思決定・合意形成の資質・能力に関する評価基準、②意欲や価値観に関する心理測定尺度、



③達成度を評価するためのルーブリック、の３つを開発した。①では、従来は曖昧であった意思
決定・合意形成に関わる資質・能力を、理科教育の立場から明確な基準として整理した。②では、
意思決定・合意形成に関する意欲や価値観を評価するため、心理測定尺度を開発した。③では、
意思決定・合意形成に関連する資質・能力そのものを、ある程度客観的に評価するための方法と
して、ルーブリックを開発した。意思決定・合意形成について、評価基準として明確化するとと
もに、心理的・価値観の評価の視点と、達成度の評価の視点という、２つの視点からの評価尺度
を開発できた。これらにより、異なる方法を組み合わせた多面的評価が可能となり、今後の意思
決定・合意形成に関わる研究における活用が期待できる。 
 
以上に記載した成果は、共同研究者が中心となったものも含んでいる。また、以上の他にも、

過去に開発したプログラム・教材を用いて追加の試行授業を行なったり、成果を取りまとめて報
告したりした。 
今後も、研究・実践を継続しつつ、教育現場への成果の普及を目指していきたい。また、学会

等において、プログラム・教材の内容や活用効果などの研究成果が未発表のものについては、積
極的に発表や投稿を行っていく予定である。 
特に重要な協力をいただいた方々や研究作業に直接携わった方々は、研究協力者として記さ

せていただいたが、この他にも試行授業を含め様々な形で、多くの方々にご協力をいただいた。
この場を借りて、深く感謝申し上げる。 
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